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主催
京都大学東アジア経済研究センター
後援
太平洋協会
京都大学東アジア経済研究センター支援会
アジア自動車シンポジウム 2018
深刻化する太平洋島嶼国の放置車問題
－豊島事件を教訓として,解決策を探る―
■京都会場  2018年11月10(土) 1４時
京都大学経済学部みずほホール（法経東館地下1階)
■東京会場  2018年11月12(月) 1４時
京都大学東京オフィス（新丸の内ビルディング10階）
司会 京都大学大学院経済学研究科 教授
田中 彰
挨拶
14:00-14:10
太平洋協会 太平洋諸島研究所所長
小川 和美 (京都会場)
(代理)太平洋協会事務局長

芳賀 達也
太平洋協会理事長/太平洋諸島学会会長
小林 泉（東京会場）
報告
14:10-16:30
NPO法人RUMアライアンス 顧問

鶫 謙一

豊島事件とその教訓
京都大学大学院経済学研究科 教授

塩地 洋

放置車両問題の解決策を探る
懇親会
17:00-18:30
参加の御申込は,塩地shioji@econ.kyoto-u.ac.jp宛に,①会場名,②氏名･所属,③懇親会出欠，の三点を御連絡ください｡シンポジウムの参加費は無料,懇親会参加費は2000円です。ただし支援会会員は懇親会も無料です。定員は東京会場，京都会場ともに60名です｡お早めにお申し込みください｡支援会への入会につきましては塩地までお問い合わせください｡

「京都大学中国経済シンポジウム」のお知らせ
京都大学
中国経済シンポジウム2018年
中国は先進国になれるか
主催：　京都大学経済学研究科東アジア経済研究センター
共催：　京都大学人文科学研究所現代中国研究センター
協賛：　東アジア経済研究センター支援会
協力：　大阪能率協会
時    間： 2018年11月18日(日) 14:00～17:50
場    所：京都大学吉田校舎百周年時計台記念館２階国際交流ホールⅡ
司会：　渡辺純子（京都大学経済学研究科教授）
開会挨拶：14:00―14:10　
江上雅彦（京都大学経済学研究科長）
第Ⅰ部：講演
■講演１　14:10-14:40
　講演者：劉徳強（京都大学経済学研究科教授）
　テーマ：中国の経済成長と中所得国の罠
■講演２．14:40-15:10 
　講演者：村上衛（京都大学人文科学研究科現代中国研究センター准教授）
　テーマ：第1次・第2次グローバリゼーションと中国：清末と現代
■講演３　15:10-15:40 
　講演者：小島正憲（株式会社小島衣料オーナー）
　テーマ：我が中国企業の理論と実践
■講演４．15:40-16:10 
　講演者：天児慧（早稲田大学名誉教授）
　テーマ：模索する中国の政治改革：改革開放の40年から考える
――――――――　コーヒーブレーク　――――――――――
司会：　田中彰（京都大学経済学研究科教授）
第Ⅱ部：パネル・ディスカッション
■講師による総合討論　16:20-17:00
■質疑応答　17:00-17:40
閉会挨拶：17:40-17:50
　　　　　藤井秀樹（京都大学経済学研究科教授・東アジア経済研究センター長）
懇親会：18:00~19:30　法経東館地下一階みずほホール
（参加費2000円、学生1000円、講師、シンポジウム関係者と東アジアセンター支援会会員は無料。）
中国ニュース10.15-10.21
HEADLINES
ワクチン不正製造で長春長生に罰金91億元
海南自由貿易区の基本計画を発表
日中通貨交換協定は3兆円規模で再開へ
米テスラが9.7億元で上海の工場用地を確保
中国、9月住宅価格上昇が減少
中国政府が3年計画で消費拡大へ　
相次ぐEV発火事故　急成長に潜む危機
中国ＧＤＰは6・5％増　９年半ぶりの低水準
中国の米国債保有額が3ヶ月連続で減少
米は中国の「為替操作国」認定を見送り
ワクチン不正製造で長春長生に罰金91億元
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【新浪財経10月16日】吉林省長春市に本拠を置くワクチンメーカーで深セン上場の長生生物の不正ワクチン製造に対し、中国国家薬品監督管理局と吉林省食品薬品監督管理局は16日に同社の子会社の長春長生に91億元の罰金支払いを科したと発表した。また、国家薬品監督管理局は長春長生の狂犬病ワクチンの認可証明書や同社に発給された薬品生産許可証などを取り消した。違法に製造された狂犬病のワクチンを接種して障害が出るなどの場合には、補償金を支給する方針も明らかにした。薬品監督管理局は長春長生が製造した狂犬病ワクチンを使用した人を対象とした賠償計画も発表した。障害が残った場合には、程度に応じて１人当たり20万元または50万元、死亡した場合には65万元がそれぞれ支払われるという。
海南自由貿易区の基本計画を発表
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【新浪財経10月16日】中国中央政府は16日に中国海南自由貿易試験区の設立を正式に承認した。同時に同自貿区のマスタープラン（基本計画）を発表した。海南自貿区の戦略コンセプトは「太平洋、インド洋に向けた対外開放の重要窓口」と位置付けられた。将来の発展目標については、2020年をめどに「投資・貿易の利便性が高く、法治環境が整備され、金融サービスを完備し、安全で効率の高い監督管理体制を備え、生態環境の質が一流の、突出した影響力を持つ高水準で質の高い自貿区」を目指している。加えて「海南自由貿易港」の建設を着実に推進し、自由貿易港のための政策体系の基礎を段階的に構築するとも明記した。
日中通貨交換協定は3兆円規模で再開へ
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【新浪財経10月20日】今月26日に行われる日中首脳会談に合わせて日中両政府は、日銀と中国人民銀行の間で円と人民元を互いに融通し合う「スワップ」と呼ばれる通貨協定を3兆円規模で再開することで合意するという。日中両国の間では、この通貨協定を2002年に締結したが、2013年に失効した。今回の再開は5年ぶりで前回の金額10倍の3兆円規模に拡大する。この協定が実施されると、中国に進出している日系企業が決済のときに人民元が不足した場合に、中国人民銀行から日銀を通じて人民元の供給を受けられる。同様に日本に進出する中国企業が決済する際に日本円の不足があれば、日本円の供給を受けられる。今回の再開は日中企業の「セーフティーネット」を構築することを狙っている。
米テスラが9.7億元で上海の工場用地を確保
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【捜狐網10月17日】米国の大手電気自動車メーカーのテスラは17日、中国上海市での自社工場建設のため、約86万平方メートルの土地の使用権を取得したと発表した。テスラは上海市計画・国土資源管理局との間で「土地譲渡契約」に調印し9億7300万元の取引価格で工業用地を取得した。テスラの計画では、上海工場は米国外で初の生産拠点として生産能力が現在年間約25万台を目指し、電池ユニットも生産し、徐々に能力を引き上げて最終的に50万台達成を目指している。同社は現在、米中貿易摩擦に伴って中国が米国からの輸入車への関税を引き上げたことにより、中国で値上げを余儀なくされている。上海工場での生産により、関税を回避することを狙っている。
中国、9月住宅価格上昇が減少　
【中国経済網10月20日】中国国家統計局が20日発表した9月の新築住宅価格指数は、主要70都市のうち64都市で前月に比べて上昇した。上昇した都市は8月と比べて3都市減った。下落したのは3都市で、前月より2都市増えた。都市別では大都市の上海と深センで住宅価格が下落した。住宅の販売ピークと言われる「金の9月、銀の10月」が現れず、しかも不動産価格下落に対する住宅所有者の抗議行動が中国各都市で相次いでいる。これは中国不動産市場の減速を反映している。
中国政府が３年計画で消費拡大へ
【新浪財経10月19日】中国国務院が11日に「消費促進体制の整備実施方案（2018～2020年）」を発表した。個人消費を制約する最も直接的で突出し差し迫ったメカニズム上の障害を取り除くことを加速するよう手配し、個人消費潜在力の引き出しを狙っている。同法案は自動車や環境保護、医療、教育、観光、文化、スポーツ、賃貸住宅など各方面での消費促進策をまとめ、消費の高度化と潜在需要の掘り起こしを進めるよう中央各部署や地方政府に実行を指示した。
相次ぐEV発火事故　急成長に潜む危機
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【新華網10月18日】今年に入り中国国内で起きたEV(電気自動車)の発火事故が、少なくとも27件にのぼる。南京金竜で生産された純電気配達用自動車が北京の充電スタンドで自然発火した。重慶市の自動車・二輪車メーカー、力帆実業や米テスラ、ドイツ高級車ブランドのメルセデス・ベンツのＥＶが発火する事故が相次いでいた。ほとんどの事故が「EV電池の問題だ」と指摘されている。消費者の間でＥＶに対し不安視する声が広がっている。
中国ＧＤＰは6・5％増　　９年半ぶりの低水準
【証券時報網10月19日】中国の国家統計局は19日に2018年第三期（7～9月）期の国内総生産（ＧＤＰ）の速報値が、物価変動を除いた実質で前年同期比6・5％増となったと発表した。成長率は第二期（4～6月期）の6・7％増から0・2％下がり、第一期（1～3月期）の6・8％増から0・3％下がり、連続で減速した。リーマン・ショック直後の2009年１～3月期（6・4％増）以来、9年半ぶりの低水準である。それでも１～９月期累計の成長率は6・7％と、政府が3月に発表した18年の目標「6・5％前後」を上回った。
中国の米国債保有額が3ヶ月連続で減少
【新浪財経10月18日】米財務省が16日に発表したデータによると、中国の今年8月の米国債保有額は1兆1651億ドルで、前月より59億ドル減少した。中国が保有する米国債の残高は3ヶ月連続で減少し、6月は44億ドル減少し、7月は前月比77億ドル減で1兆1700億ドルだった。現在、中国は依然として、米国にとって最大の債権国である。米国にとって2位の債権国である日本は、今年8月に米国債保有額を56億ドル減少し、1兆299億ドルとした。
米は中国の「為替操作国」認定を見送り
【中国経済網10月17日】米財務省は17日、貿易相手国の通貨政策を分析した半期為替報告書を公表した。米トランプ大統領は貿易戦争で関係が悪化する中国を「為替操作国だ」と批判しているが、今回の為替報告書では中国に対する「為替操作国」という認定を見送った。しかし、引き続き中国を「監視リスト」に指定した。また、報告書は「6カ月かけて再審査する」とも記述されている。米財務省は中国のほか、日本、韓国、ドイツ、スイス、インドの4カ国を通貨政策の監視リストの対象とした。同リストは相手国の通貨安誘導を抑える狙いがある。
【中国経済最新統計】
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	24.9
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	420
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	488
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	11月
	
	6.2
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	442
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	-32.4
	-4.6
	11.4
	13.1

	12月
	6.8
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	2.1
	6.5
	407
	-6.4
	2.6
	21.1
	-627.7
	11.3
	13.5
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	6.9
	6.6
	10.2
	1.6
	7.2
	4225
	7.9
	15.9
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	12.7
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	2.5
	16.1
	513
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	3月
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	239
	12.3
	19.6
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	1.6
	10.6
	12.4

	4月
	
	6.5
	10.7
	1.2
	8.1
	380
	4.2
	11.6
	42.7
	-9.8
	10.5
	12.9

	5月
	
	6.5
	10.7
	1.5
	7.8
	408
	5.5
	14.6
	-5.4
	-8.7
	9.6
	12.9

	6月
	6.9
	7.6
	11.0
	1.5
	8.8
	428
	9.1
	16.3
	14.3
	-2.8
	9.4
	12.9

	7月
	
	6.4
	10.4
	1.4
	6.5
	467
	6.0
	10.9
	10.4
	-15.7
	9.2
	13.2

	8月
	
	6.0
	10.1
	1.8
	3.8
	419
	4.6
	13.6
	－1.8
	6.9
	8.9
	13.2

	9月
	6.8
	6.6
	10.3 
	1.6
	6.2
	286
	7.4
	19.0
	14.5
	14.9
	9.2
	13.1

	10月
	
	6.2
	10.0
	1.9
	3.2
	382
	6.2
	16.8
	104.4
	2.5
	8.8
	13.0

	11月
	
	6.1
	10.2
	1.7
	5.8
	402
	12.3
	18.7
	161.5
	90.0
	9.1
	13.3

	12月
	6.8
	6.2
	9.4
	1.8
	-2.3
	547
	10.7
	5.0
	36.1
	-44.1
	8.2
	12.7

	2018年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	1月
	
	
	
	1.5
	13.8
	203
	9.7
	37.1
	17.6
	7.7
	9.2
	13.2

	2月
	
	
	
	2.9
	
	337
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	6.7
	97.4
	3.2
	9.2
	12.8

	3月
	6.8
	6.0
	10.1
	2.1
	7.1
	－50
	－3.6
	14.3
	117.7
	2.6
	8.8
	12.8

	4月
	
	7.0
	9.4
	1.8
	6.0
	288
	11.4
	20.9
	39.5
	1.9
	8.9
	12.7

	5月
	
	6.8
	8.5
	1.8
	3.9
	249
	11.4
	25.1
	106.5
	11.7
	8.8
	12.6

	6月
	6.7
	6.0
	9.0
	1.9
	5.7
	415
	10.2
	13.8
	92.3
	5.8
	8.5
	12.7

	7月
	
	6.0
	8.8
	2.1
	3.0
	280
	11.3
	27.7
	113.1
	19.3
	9.0
	13.2

	8月
	
	6.1
	9.0
	2.3
	4.6
	279
	9.0
	20.4
	126.8
	11.4
	8.7
	13.2

	9月
	6.5
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注：1.①「実質GDP増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。

2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、1月と2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意

されたい。また、(　　)内の数字は1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。

　　3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の86%（2007年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易である。⑨と⑩は実施ベースである。

出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。
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